





















































を“court in a foreign country”（外国の裁判所）としていたものを、1964










































(８) In re in the Matter of the Application of Oxus Gold PLC,2006WL2927615





も出されている（例えば、In Fleischmann v. McDonald’s Corp., 2006 WL
























































(10) National Broadcasting Co.v.Bear Stearns & Co.,165F.3d 184(2d Cir.
























































































㈡ Intel Corp v.Advanced Micro Devices,Inc.事件
具体的には、従前から外国の事件のために証拠開示手続を利用させるこ
とに消極的であった米国の裁判所においても、2004年になって、連邦最高












































(18) Jane Wessel and Peter J Eyre,“US Discovery in Aid of Foreign or Interna-





















った。この事件は、Roz Trading Ltd.(以下「申立人」という。）と Coca-




判所に CCECの親会社である Coca-Cola Companyの証拠開示を求めた。
(19) 前掲（注８）2006WL 2927615(D.N.J.Oct.11,2006）。

































(22) Eric Schwartz and Alan Howard “International Arbitration Discovery
 




















































































































































































こともあるであろう。現に前記Oxus Gold PLC事件における Jack Bar-
banel氏は仲裁の当事者ではなかったが、重要な証拠を保有している疑い
があって、その提出を拒否していたケースであった。
そう考えると、手続の手間・コストをかけてでも、第三者に証拠開示を
強制すべく、もし可能であれば国際司法共助手続を経て、また場合によっ
ては正式の国際司法共助の手続によらない場合でも、裁判所に証拠調べの
申し立てをすることを通じて証拠開示を強制することには一定の意義を見
出すことができる。また、当事者との関係においても、任意の証拠提出を
日米国際商事仲裁のための外国裁判所による証拠収集の可能性（浜辺) 147
強力に促すために、国際司法共助によると否とに拘らず、裁判所による証
拠調べの手続が控えていることを示すといった形で利用される可能性を認
めるべきであろうと考えられる。
四 仲裁において証拠開示を制限する特約
１ 証拠契約の意義
ところで、仲裁手続を選択したにも拘らず、訴訟と同じような証拠開示
に時間をかけられるような結果となるのは不合理であるという考え方も根
強いのが現実である。そこで、一応は証拠開示まで行うことは認めるにし
ても、その負担を軽減することを当事者で合意しておきたいといったこと
も考えら
(28)
れる。あるいは、その程度に関する争いを回避するためにすっき
りするのは、全部の証拠開示を排除する、即ち裁判所における証拠開示の
申立てを禁止するとか、仲裁人から開示命令を出す権限をすべて奪ってお
くといった
(29)
条項を設けておく方法を採用することであると考えられる。
このように紛争解決のためのコストをできるだけ抑制したいという当事
者の希望は、あながち否定することができないものである。むしろ仲裁手
続をより利用しやすいものとするためには、こうした当事者の意向をでき
るだけ尊重することが必要である。とりわけ、仲裁のメリットとしては、
従前から裁判所の証拠開示手続、とりわけ米国のディスカバリの負担を排
除、制限できることが挙げられることもあったことからすると、こうした
(28) 但し、そのような負担軽減の条項を設けても、その具体的な程度までを明らか
にすることは困難であるから、そのような契約条項が効果的かどうかについては検
討の余地がある。しかし、契約実務においては、そうした条項が用いられている例
が見られる。
(29) 仲裁の特徴としては、裁判所におけるような法律の制約に服することなく、自
由で柔軟な解決を図ることができるという点がある。これはメリットでもあるが、
逆に予想もしない帰結をもたらさないとも限らないので、仲裁人の権限を限定して
おくことも考えられる。
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当事者の期待を明確にするための合意をすることが考えられる。そこで、
現実の契約実務においても、そうした考え方から仲裁条項にそのような制
限が加えられることがある。
２ 証拠収集制限条項の有効性
しかし、ここではそのような証拠収集の制限条項が有効となるのかどう
かは、法的に問題となりうるところである。即ち、仲裁手続でも裁判所の
証拠開示手続が利用できるとされる場合、そうした一種の証拠契約によっ
て、紛争は仲裁手続によることに鑑みてディスカバリを排除する旨の合意
が有効となるのかを検討しておく必要があろう。さらに、こうした条項の
妥当性も問題であり、証拠契約によって仲裁人から開示命令を出す権限を
すべて奪っておくといった条項を勧めることの妥当性は、弁護士倫理上の
問題としても検討する必要があるかもしれない。
確かに、真相解明のために必要な充分な証拠を必要とするという考え方
に立てば、みだりに証拠を制限することは正義に反するという考え方もあ
りうる。即ち、真相解明の必要性を重視するならば、法律的に認められて
いる証拠収集手段を制約することは訴訟または仲裁における真相解明機能
を弱めることになり、その結論の正当性を阻害する恐れがあるので、これ
を違法ないし不当とする考え方がありうるかもしれない。むしろ当事者が
仲裁を選択した場合においても、保全処分や強制執行については裁判所の
力を借りることができるように、証拠収集に関しても、当事者間だけでは
適切に対応できない場合に裁判所の力を借りることは正当な権利として保
障されるべきであると主張することが考えられよう。このため、モデル法
には、日本の仲裁法第35条第１項但書きのように当事者が裁判所による証
拠調べの申立てを排除することを正面から認める定めは存在していないの
で
(30)
ある。
(30) この点において、日本法における解釈としては、本文で論じる通り、かかる制
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しかしながら、民事紛争においてはどの程度のコストをかけて証拠収集
をすることを認めるかについては当事者が自由に定めることが許されて然
るべきである。当事者は一方において仲裁手続のためにできる限り証拠開
示に応じなければならないと定めることもできれば、それとは逆に強制的
な証拠開示を排除することが契約自由の原則の下に認められると考えられ
る。それぞれの取引に応じて証拠の範囲等に関して合意をしようという当
事者の意向は、できるだけ尊重することが必要だからである。
このため、日本の場合には明文上、仲裁法第35条第１項の基本的な考え
方からして仲裁の場合でも裁判所に証拠調べを申し立てることが許される
が、同項但し書きにより、当事者が申し立てないという合意をしたら、そ
れはできないということになっている。従って、当事者が仲裁の合意にお
いて証拠収集方法を制限する証拠契約も許容するのが日本法の立場である
と考えられる。逆に言えば、日本の仲裁法第35条第１項の定め方からすれ
ば、当事者が排除していない限り、仲裁においても原則として、裁判所に
証拠調べを求めることができるということでもある。この点において、当
事者が証拠収集の手段としての裁判所を通じての強制力の発動を促す権利
を放棄することが当事者の意思であることを明記しておけば、それも当事
者自治の原則からして許容されるべきであるということになる。
従って、日本の当事者が米国のディスカバリの負担を避けたいのであれ
ば、仲裁の合意においてこれを排除する旨の合意をしておく必要があり、
その合意さえしておけば、証拠収集方法を制限する証拠契約を許容するの
が日本法の立場である。
このように米国のディスカバリを含む裁判所による証拠調べを排除する
合意がなされれば、仮に米国の裁判所にディスカバリの申し立てがなされ
た場合であっても、この合意を抗弁として争うことができると考えられ
る。即ち、当事者は、かかる証拠契約によって、紛争は仲裁手続によるこ
限の合意が有効であるとしても、他の法域においては別の解釈がされる可能性があ
ることに留意する必要がある。
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とを理由として米国のディスカバリ等を排除する旨の合意が機能して、こ
れを排除することができよう。かかる証拠契約が有効である以上、米国の
裁判所はディスカバリの命令をすることはできないと解するべきであり、
この証拠契約に違反しているのであれば日本の仲裁ではこの証拠を採用す
ることは許されないということになると考えられる。従って、かかる合意
があれば米国の裁判所による証拠開示命令を阻止できる可能性も高くなる
であろう。
３ 仲裁人への拘束力
ところで、証拠開示を排除する合意が有効であるとしても、証拠開示の
要請に対して任意にも応じないことは、仲裁手続で、それを理由に不利な
取り扱いをすることはできないということになるか否かは別の問題であ
る。
確かに、証拠開示の要請に応じないことによって不利な取り扱いをする
ことを許容するのであれば、事実上、証拠開示に任意に応じることを強制
するのと等しいことになり、合意の趣旨に反することになりそうにも見え
る。しかし、だからといって米国で証拠開示に応じないことが、日本の仲
裁手続で不利な取り扱いをする理由とすることは一切許されないという効
果まで認める必要があるということまではできないと解される。そこまで
仲裁廷を拘束することは、仲裁人への高度の信頼を基盤とする仲裁制度の
性質からするならば行き過ぎた仲裁人の判断に制約を課すものとなる恐れ
があるからである。
４ 実務に与える影響
以上のような検討から、日本の企業が米国におけるディスカバリの負担
を排除・制限したいというのであれば、仲裁の合意において、そのための
定めを明記しておくべきであるということになる。最近の米国の契約実務
においては、仲裁条項もだんだんと複雑化・長文化する傾向があるのは、
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これらの問題をも踏まえて、リスクに対応することが必要であると考えら
れるようになっていることが影響しているものと考えられる。
そして、こうした制限条項も仲裁人の事実認定のあり方を拘束するまで
の効果を認めるべきではなく、そのような制限的な効果しかないことに鑑
みれば、裁判所による強制力を排除するのみであり、そのような趣旨の制
限条項は、それなりに合理性・妥当性が認められるであろう。即ち、当事
者間におけるディスカバリ排除の合意が有効であることを前提として、そ
れを薦めることは弁護士倫理上も妥当であると考えられるどころか、依頼
者に正しい情報提供をするためにディスカバリを排除する希望があるか否
かを確認することが弁護士倫理上は望ましいとさえいえるであろう。
もっとも、仮にそのような定めがなくても、日本の仲裁法第35条第２項
は、当事者が証拠収集に関する申立てをするためには、仲裁廷の同意を得
なければならない旨を定めているから、仲裁人が証拠開示手続に対して消
極的であれば、そこで阻まれることもありうるであろう。既に検討したよ
うに、仲裁の合意をする以上、裁判所の手を借りないのが当事者の基本的
な意向であると考えられるのであれば、仲裁人は証拠開示を推進するべき
ではないと判断するであろう。また、現実には当面、その定めがなくて
も、仲裁人がこれを同意する可能性が高いとまではいえないので、この点
についての助言がなかったからといって現在の日本では弁護過誤になると
まではいえないものと考えられる。
しかし、日本の仲裁法では、裁判所の証拠調べを排除していなければ、
司法共助があるかどうかは別として、何らかの証拠に関する裁判所の介入
があっても、文句が言えないのが原則となっている。特に、真相解明のた
めに証拠を出させなければ適正な判断ができないというケースでは、これ
が発動されないとも限らない。従って、当事者として証拠開示をどうして
も避けたいというのであれば、明確な定めを設けておくことが必要である
ことに変わりはない。
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五 結語
国際取引紛争が複雑化・高度化し、国際的な紛争は証拠が国境を越えて
散在する時代において、国境を理由とする限界はできる限り克服すること
が求められている。その意味において、米国において示された外国仲裁の
ためにディスカバリを利用することを認める考え方は高く評価できる。
しかし、他方において当事者の自治を尊重するため、ディスカバリによ
る負担を軽減するための合意を個別の取引において合意することもまた認
める必要性が高いと考えられる。これによって、より具体的な妥当性をで
きる限り追求できる道を残しながらも、当事者の意思をも尊重した対応が
可能となると考えられる。
ただ、現実にこれを運用する場合には鋭い意見の対立も予想され、その
ような判断の違いの背景には、仲裁と訴訟との分離をどこまで重視するの
かという仲裁の本質に関する理解の仕方もまた関係しているように思われ
る。
いずれにせよ、本稿において取り扱った問題は、実務的にも重要な意味
を持つものであり、仲裁合意をするに際して、今後の国際取引の実務にお
いて新たに助言すべき重要な一項目として理解する必要があるであろう。
以上
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